
 

令和７年度事業報告 
 

Ⅰ．概要 

令和 7 年度の日本経済は、緩やかな回復基調を維持したものの、米国の通商政策や

物価高騰に伴う先行き不透明感に直面した一年となりました。当センターにおいても、

高水準な賃上げに伴う人件費増に加え、諸物価の高騰が事業運営を圧迫する厳しい局

面を迎えました。しかしながら、市補助金の増額という力強い支援をいただいたほか、

事業の見直しによるコスト削減が進んだ結果、費用上昇分を吸収し、４年ぶりとなる

黒字決算となりました。 

事業実績につきましては、請負・委任業務は、受託件数は 2,554件（前年度対比 3.3％

増）、就業延人員は民間での就業が減少し、23,425人日（前年度対比 1.9％減）となり

ました。契約金額は、配分金額の改定や材料費の見直し等により、128,765,960円（前

年度対比 0.4％増）となり、前年度を若干上回りました。シルバー派遣業務は、受託件

数 72 件（前年度対比 6.5％減）、就業延人員 1,313 人日（前年度対比 5.7％増）、契約

金額は、9,004,522円（前年度対比 7.0％増）となり、前年度を上回りました。会員数

におきましては、251人（前年度対比 2.5％増）となり、２年連続の純増となりました。 

安全・適正就業の推進につきましては、残念ながら傷害事故２件、損害賠償事故２

件の事故が発生しました。今後も、会員と職員がともに一層の注意を払い、再発防止

と事故防止の徹底を図ってまいります。 

当センターは「自主・自立・共働・共助」の理念に基づき、地域の高齢者の拠点と

して、引き続き高齢者の健康維持・増進や社会参加の推進を図るとともに、さらなる

経営効率の向上に努め、地域社会の期待に応えうる持続可能な事業基盤の確立に邁進

してまいる所存です。 
 

以下、令和７年度事業の実績について報告いたします。 

 
１ 就業の機会を確保し、組織的に提供する事業   

(1) 就業機会・会員の拡大 

臨時的かつ短期的な就業、または、その他の軽易な業務を希望する高齢者に対し

事業を推進しました。 

○センターへの支援要望 (１０月に市長へ要望) 

○ホームページからのＷＥＢ入会申し込み（１２人） 
 

(2)独自事業の推進と拡大 

独自事業の開拓と強化推進を図り、有機肥料「シルバーコンポつしま」、マキ、会

員の手づくり野菜の販売を実施しました。 

○堆肥「シルバーコンポつしま」の販売（1,351袋） 

○マキの販売（２束、２車） 

○手づくり野菜の販売（９７日間 、毎週火曜日実施） 

 

２  就業機会を確保するために行う津島市の公の施設の指定管理業務  

今後も新たな指定管理業務の確保に向け、調査研究を行ってまいります。 

 



 

３  有料職業紹介事業の実施   

今年度は０件でした。今後も会員の能力に応じた仕事の職業紹介を行ってまいります。 

 

４  労働者派遣事業の実施   

  県シルバー人材センター連合会と連携し、労働者派遣事業を推進し、労働者派遣で会

員に就業機会を提供しました。 

○就業実人員２９人、就業延人員 1,313人日 

 

５  就業に必要な知識及び技能の付与を目的とした講習を行う事業 

知識・技能の向上を目的とし、研修会及び講習会を開催しました。  

○草刈機取扱い及び安全講習会（６月開催、参加者１１人） 

○スマホ体験教室（３回開催、参加者６４人） 

○「草刈り」技能講習会（９月開催、参加者１０人） 

 

６  就業に関する調査研究及び相談を行う事業 

入会希望者、発注者等からの事業内容の問い合わせに対応するとともに、センターの

円滑な事業運営に資するための相談支援等を行いました。 

○入会説明会（１２回開催、参加者２７人） 

○個別応対の入会説明（随時 参加者２２人） 

○７５歳以上の高齢者就業の健康調査実施（１月実施、対象人数 124人） 

○海部・津島合同就職フェア参加（１１月開催 相談人数８名） 

   

７  安全かつ適正な就業を推進するために事故防止の啓発等を行う事業 

会員の安全意識の向上や作業中の事故防止等に資するため、「安全委員会」を開催 

し、安全・適正就業パトロールなどを実施しました。 

○安全委員会（１回開催） 

○安全パトロール（７月、８月、９月実施） 

○健康診断受診の周知ビラを配布 

○自転車の交通違反に青切符適用の周知ビラを配布 

  

８  センターの活動等について周知を図る事業 

センター事業の理念、活動を地域住民並びに関係者に広く周知し、事業への理解と協

力、会員の確保のため、市広報掲載、機関紙やホームページ等で普及啓発を行いまし

た。 

○市広報掲載（６回） 

○機関紙「シルバーつしま」（２回発行、会員や関係機関等に配布） 

 

９ その他センターの目的を達成するために必要な事業 

関係機関等との連携を図り、事業運営の向上に努めました。 

○県シルバー人材センター連合会との連携(課題研修、定例会等参加) 

○海部地区シルバー人材センターとの連携(情報交換、職員研修) 



貸　借　対　照　表

令和 8年 3月31日現在
(単位：円)

科目 当年度 前年度 増減

Ⅰ資産の部

  1.流動資産

      現金 0 47,418 △ 47,418

      当座預金 161,540 74,070 87,470

      普通預金 10,207,181 9,289,657 917,524

      未収金 2,476,715 9,153,257 △ 6,676,542

      立替金 249,386 125,119 124,267

      前払金 127,900 127,900 0

      流動資産合計 13,222,722 18,817,421 △ 5,594,699

  2.固定資産

    (1)基本財産

      基本財産合計 0 0 0

    (2)特定資産

      退職給付引当資産 10,941,807 10,174,407 767,400

      減価償却引当資産 10,585,113 10,455,851 129,262

      財政運営資金積立資産 5,500,117 5,500,117 0

      特定資産合計 27,027,037 26,130,375 896,662

    (3)その他固定資産

      什器備品 488,548 468,769 19,779

      電話加入権 230,268 230,268 0

      その他固定資産合計 718,816 699,037 19,779

      固定資産合計 27,745,853 26,829,412 916,441

      資産合計 40,968,575 45,646,833 △ 4,678,258

Ⅱ負債の部

  1.流動負債

      未払金 2,154,810 8,939,788 △ 6,784,978

      預り金 1,117,265 261,517 855,748

      流動負債合計 3,272,075 9,201,305 △ 5,929,230

  2.固定負債

      退職給付引当金 10,941,807 10,174,407 767,400

      固定負債合計 10,941,807 10,174,407 767,400

      負債合計 14,213,882 19,375,712 △ 5,161,830

Ⅲ正味財産の部

  1.一般正味財産 26,754,693 26,271,121 483,572

      （うち基本財産への充当額） ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

      （うち特定資産への充当額） ( 16,085,230 ) ( 15,955,968 ) ( 129,262 )

      正味財産合計 26,754,693 26,271,121 483,572

      負債及び正味財産合計 40,968,575 45,646,833 △ 4,678,258



正味財産増減計算書

令和 7年 4月 1日から令和 8年 3月31日まで

(単位：円)

当年度 前年度 増減

Ⅰ一般正味財産増減の部

 1.経常増減の部

(1)経常収益

受託事業収益 11,749,025 128,228,847 △ 116,479,822

受取配分金 9,212,340 107,244,327 △ 98,031,987

受取材料費等 1,913,791 10,888,659 △ 8,974,868

受取事務費 622,894 10,095,861 △ 9,472,967

包括的契約に係る収益 19,089,845 0 19,089,845

受取センター業務委託料 9,779,922 0 9,779,922

受取材料費等（包括） 9,309,923 0 9,309,923

労働者派遣事業等受託収益 1,010,412 1,034,216 △ 23,804

労働者派遣事業等受託収益 1,010,412 1,034,216 △ 23,804

有料職業紹介事業受託収益 0 39,094 △ 39,094

有料職業紹介事業受託収益 0 39,094 △ 39,094

受取会費 245,000 229,250 15,750

正会員受取会費 245,000 229,250 15,750

受取補助金等 32,501,000 27,841,000 4,660,000

受取連合交付金 12,901,000 12,241,000 660,000

受取（市）補助金 19,600,000 15,600,000 4,000,000

受取負担金 385,250 387,500 △ 2,250

受取負担金 385,250 387,500 △ 2,250

特定資産運用益 47,270 12,679 34,591

特定資産受取利息 47,270 12,679 34,591

雑収益 39,986 7,258 32,728

受取利息 26,586 7,258 19,328

雑収益 13,400 0 13,400

経常収益計 65,067,788 157,779,844 △ 92,712,056

(2)経常費用

事業費 62,491,947 156,418,026 △ 93,926,079

支払配分金 9,212,340 107,244,327 △ 98,031,987

支払材料費等 1,250,436 9,470,694 △ 8,220,258

7,633,755 0 7,633,755

給料手当 25,531,985 24,045,254 1,486,731

法定福利費 3,814,138 3,712,522 101,616

退職給付費用 2,176,622 1,480,004 696,618

福利厚生費 47,212 35,232 11,980

会議費 6,406 3,564 2,842

旅費交通費 58,040 63,200 △ 5,160

通信運搬費 798,957 733,497 65,460

減価償却費 129,262 138,629 △ 9,367

什器備品費 632,452 274,890 357,562

消耗品費 168,881 129,909 38,972

修繕費 94,522 43,579 50,943

印刷製本費 341,274 301,124 40,150

光熱水料費 468,000 490,000 △ 22,000

科目

支払材料費等(包括的契約に係るもの)



正味財産増減計算書

令和 7年 4月 1日から令和 8年 3月31日まで

(単位：円)

当年度 前年度 増減科目

賃借料 2,467,444 2,476,460 △ 9,016

保険料 1,731,900 1,408,910 322,990

諸謝金 6,000 0 6,000

租税公課 3,026,200 1,906,200 1,120,000

支払負担金 11,100 6,900 4,200

委託費 2,262,410 1,867,518 394,892

教材費 2,802 0 2,802

支払手数料 537,377 538,846 △ 1,469

雑費 82,432 46,767 35,665

管理費 2,213,268 1,629,470 583,798

給料手当 1,308,961 813,224 495,737

法定福利費 123,251 111,836 11,415

退職給付費用 56,403 54,966 1,437

福利厚生費 528 528 0

会議費 7,437 5,052 2,385

役員等旅費交通費 97,000 98,000 △ 1,000

通信運搬費 19,045 15,720 3,325

消耗品費 57,647 54,237 3,410

印刷製本費 35,420 31,185 4,235

光熱水料費 24,000 26,000 △ 2,000

賃借料 32,326 32,710 △ 384

保険料 116,190 107,360 8,830

租税公課 600 600 0

支払負担金 230,000 210,000 20,000

委託費 72,064 67,752 4,312

支払手数料 0 300 △ 300

雑費 32,396 0 32,396

経常費用計 64,705,215 158,047,496 △ 93,342,281

当期経常増減額 362,573 △ 267,652 630,225

 2.経常外増減の部

(1)経常外収益

固定資産売却益 121,000 0 121,000

什器備品売却益 121,000 0 121,000

経常外収益計 121,000 0 121,000

(2)経常外費用

固定資産除却損 1 0 1

什器備品除却損 1 0 1

経常外費用計 1 0 1

当期経常外増減額 120,999 0 120,999

   当期一般正味財産増減額 483,572 △ 267,652 751,224

   一般正味財産期首残高 26,271,121 26,538,773 △ 267,652

   一般正味財産期末残高 26,754,693 26,271,121 483,572

Ⅱ 正味財産期末残高 26,754,693 26,271,121 483,572



正味財産増減計算書内訳表

令和 7年 4月 1日から令和 8年 3月31日まで

(単位：円)

シルバー人材センター事業 小計

Ⅰ一般正味財産増減の部

 1.経常増減の部

(1)経常収益

受託事業収益 11,749,025 11,749,025 0 11,749,025

受取配分金 9,212,340 9,212,340 0 9,212,340

受取材料費等 1,913,791 1,913,791 0 1,913,791

受取事務費 622,894 622,894 0 622,894

包括的契約に係る収益 16,999,475 16,999,475 2,090,370 19,089,845

受取センター業務委託料 7,689,552 7,689,552 2,090,370 9,779,922

受取材料費等（包括） 9,309,923 9,309,923 0 9,309,923

労働者派遣事業等受託収益 1,010,412 1,010,412 0 1,010,412

労働者派遣事業等受託収益 1,010,412 1,010,412 0 1,010,412

受取会費 122,500 122,500 122,500 245,000

正会員受取会費 122,500 122,500 122,500 245,000

受取補助金等 32,501,000 32,501,000 0 32,501,000

受取連合交付金 12,901,000 12,901,000 0 12,901,000

受取（市）補助金 19,600,000 19,600,000 0 19,600,000

受取負担金 385,250 385,250 0 385,250

受取負担金 385,250 385,250 0 385,250

特定資産運用益 47,270 47,270 0 47,270

特定資産受取利息 47,270 47,270 0 47,270

雑収益 39,588 39,588 398 39,986

受取利息 26,188 26,188 398 26,586

雑収益 13,400 13,400 0 13,400

経常収益計 62,854,520 62,854,520 2,213,268 65,067,788

(2)経常費用

事業費 62,491,947 62,491,947 0 62,491,947

支払配分金 9,212,340 9,212,340 0 9,212,340

支払材料費等 1,250,436 1,250,436 0 1,250,436

7,633,755 7,633,755 0 7,633,755

給料手当 25,531,985 25,531,985 0 25,531,985

法定福利費 3,814,138 3,814,138 0 3,814,138

退職給付費用 2,176,622 2,176,622 0 2,176,622

福利厚生費 47,212 47,212 0 47,212

会議費 6,406 6,406 0 6,406

旅費交通費 58,040 58,040 0 58,040

通信運搬費 798,957 798,957 0 798,957

減価償却費 129,262 129,262 0 129,262

什器備品費 632,452 632,452 0 632,452

消耗品費 168,881 168,881 0 168,881

修繕費 94,522 94,522 0 94,522

印刷製本費 341,274 341,274 0 341,274

光熱水料費 468,000 468,000 0 468,000

賃借料 2,467,444 2,467,444 0 2,467,444

保険料 1,731,900 1,731,900 0 1,731,900

支払材料費等(包括的契約に係るもの)

合計科目
公益目的事業会計

法人会計



正味財産増減計算書内訳表

令和 7年 4月 1日から令和 8年 3月31日まで

(単位：円)

シルバー人材センター事業 小計
合計科目

公益目的事業会計
法人会計

諸謝金 6,000 6,000 0 6,000

租税公課 3,026,200 3,026,200 0 3,026,200

支払負担金 11,100 11,100 0 11,100

委託費 2,262,410 2,262,410 0 2,262,410

教材費 2,802 2,802 0 2,802

支払手数料 537,377 537,377 0 537,377

雑費 82,432 82,432 0 82,432

管理費 0 0 2,213,268 2,213,268

給料手当 0 0 1,308,961 1,308,961

法定福利費 0 0 123,251 123,251

退職給付費用 0 0 56,403 56,403

福利厚生費 0 0 528 528

会議費 0 0 7,437 7,437

役員等旅費交通費 0 0 97,000 97,000

通信運搬費 0 0 19,045 19,045

消耗品費 0 0 57,647 57,647

印刷製本費 0 0 35,420 35,420

光熱水料費 0 0 24,000 24,000

賃借料 0 0 32,326 32,326

保険料 0 0 116,190 116,190

租税公課 0 0 600 600

支払負担金 0 0 230,000 230,000

委託費 0 0 72,064 72,064

雑費 0 0 32,396 32,396

経常費用計 62,491,947 62,491,947 2,213,268 64,705,215

当期経常増減額 362,573 362,573 0 362,573

 2.経常外増減の部

(1)経常外収益

固定資産売却益 121,000 121,000 0 121,000

什器備品売却益 121,000 121,000 0 121,000

経常外収益計 121,000 121,000 0 121,000

(2)経常外費用

固定資産除却損 1 1 0 1

什器備品除却損 1 1 0 1

経常外費用計 1 1 0 1

当期経常外増減額 120,999 120,999 0 120,999

   当期一般正味財産増減額 483,572 483,572 0 483,572

   一般正味財産期首残高 26,271,121 0 26,271,121

   一般正味財産期末残高 26,754,693 0 26,754,693

Ⅱ 正味財産期末残高 26,754,693 0 26,754,693



財務諸表に対する注記 

１．重要な会計方針 

 (1) 固定資産の減価償却の方法 

   減価償却資産については、定額法により直接減価償却で実施する。 

 (2) 引当金の計上方法 

   退職給付引当金は、期末退職給付の要支給額に相当する金額から中小企業退職共済給付額を控除

した金額を計上する。 

(3) 消費税等の会計処理 

消費税の会計処理は税込方式による。 
 

２．基本財産及び特定資産の増減及びその残高 

  基本財産及び特定資産の増減及びその残高は、次のとおりである。        (単位：円) 

科  目 前期残高 当期増加額 当期減少額 当期残高 

特定資産 

退職給付引当資産 

減価償却引当資産 

財政運営資金積立資産 

 

10,174,407 

10,455,851 

5,500,117 

 

767,400 

129,262 

0 

 

0 

0 

0 

 

10,941,807 

10,585,113 

5,500,117 

合 計 26,130,375 896,662 0 27,027,037 
 

３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳 

  基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。          (単位：円) 

科  目 当期末残高 
(うち指定正味財

産からの充当額) 

(うち一般正味財

産からの充当額) 

(うち負債に対応

する額) 

特定資産 

退職給付引当資産 

減価償却引当資産 

財政運営資金積立資産 

 

10,941,807 

10,585,113 

5,500,117 

 

(     0) 

(     0) 

(     0) 

 

(      0) 

( 10,585,113) 

(  5,500,117) 

 

( 10,941,807) 

(      0) 

(      0) 

合 計 27,027,037 (     0) ( 16,085,230) (10,941,807) 
 

４．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高 

  固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。   (単位：円) 

科  目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高 

什器備品 9,198,048 8,709,500 488,548 

合 計 9,198,048 8,709,500 488,548 
 

５．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高 

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。   (単位：円) 

補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 
貸借対照表上

の記載区分 

補助金 

運営補助金 

運営補助金 

 

国 

市 

 

0 

0 

 

12,901,000 

19,600,000 

 

12,901,000 

19,600,000 

 

0 

0 

 

－ 

合 計 0 32,501,000 32,501,000 0 

 



（単位：円）　

区分 資産の種類 期首帳票簿価額 当期増加額 当期減少額 期末帳簿価額

 基本財産

基本財産計

 特定資産 退職給付引当資産 10,174,407 767,400 0 10,941,807

減価償却引当資産 10,455,851 129,262 0 10,585,113

財政運営資金積立資産 5,500,117 0 0 5,500,117

特定資産計 26,130,375 896,662 0 27,027,037

２．引当金の明細
（単位：円）　

目的使用 その他

 退職給付引当金 10,174,407 767,400 0 0 10,941,807

付　属　明　細　書

１．基本財産及び特定資産の明細

科目 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高



（単位：円）　

場所・物量等 金額

普通預金

三菱UFJ銀行　津島支店

当座預金

ゆうちょ銀行

契約金額　津島市役所他 シルバー人材センター事業 2,173,095

シルバー派遣事業等受託収益 シルバー人材センター事業 303,620

会員業務委託料 シルバー人材センター事業 207,097

労働保険料 シルバー人材センター事業 40,213

職員年末調整還付金 シルバー人材センター事業 2,076

R8役員賠償責任保険料等 シルバー人材センター事業 127,900

流動資産合計 13,222,722

普通預金

東海労働金庫　津島支店

退職共済預け金

愛知県民間社会福祉事業職員共済会

普通預金

三菱UFJ銀行　津島支店

普通預金

三菱UFJ銀行　津島支店

27,745,853

40,968,575

職員社会保険料等 職員からの社会保険料等預り金 シルバー人材センター事業 258,447

会員業務委託料
シルバー人材センター事業に供する
会員業務委託料の未払金

シルバー人材センター事業 858,818

流動負債合計 3,272,075

退職給付引当金 職員に対するもの 職員退職金規程における退職金要支給額 シルバー人材センター事業 10,941,807

10,941,807

14,213,882

26,754,693　　　　　正味財産

　　　　　負債合計

1,401,934

預り金

（固定負債）

固定負債合計

公益目的使用90％
法人管理10％

シルバー人材センター事業 230,268

固定資産合計

　　　　　資産合計

（流動負債）

未払金

配分金・立替材料費等
シルバー人材センター事業に供する
配分金等の未払金

シルバー人材センター事業 752,876

業者支払等
シルバー人材センター事業に供する
費用の未払金

シルバー人材センター事業

2,720,250

シルバー人材センター事業 5,500,117

その他の
固定資産

什器備品 芝刈機ﾊﾞﾛﾈｽﾛｰﾀﾘｰﾓｱ　他15台
公益目的保有財産であり、シルバー
人材センター事業に使用している

シルバー人材センター事業 488,548

電話加入権 津島市シルバー人材センター

減価償却引当資産
固定資産買換え資金として管理されて
いる預金

シルバー人材センター事業 10,585,113

前払金

（固定資産）

特定資産

退職給付引当資産

職員退職金支払のための積立資産
として管理されている預金

財政運営資金積立資産
配分金の支払いをするために管理さ
れている預金

シルバー人材センター事業 8,221,557

職員退職金支払のための積立資産
として管理されている預金

シルバー人材センター事業

シルバー人材センター事業 161,540

未収金

立替金

預金

運転資金 シルバー人材センター事業 10,207,181

運転資金

財　　産　　目　　録

令和 8年 3月 31日 現在

貸借対照表科目 使用目的等

（流動資産）


